
昭
和
三
十
七
年
大
蔵
省
令
第
二
十
八
号

国
税
通
則
法
施
行
規
則

国
税
通
則
法
施
行
令
第
二
十
一
条
第
一
項
た
だ
し
書
及
び
第
二
項
、
第
三
十
四
条
第
一
項
第
五
号
並
び
に
第
三
十
六
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
国
税
通
則
法
施
行
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

（
交
付
送
達
の
手
続
）

第
一
条
　
税
務
署
そ
の
他
の
行
政
機
関
の
職
員
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
交
付
送
達
を
行
う
職
員
」
と
い
う
。
）
は
、
国
税
通
則
法
（
昭
和
三
十
七
年
法
律
第
六
十
六
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
十
二
条
第
四
項
又
は

第
五
項
第
一
号
（
書
類
の
送
達
）
の
規
定
に
よ
り
交
付
送
達
を
行
つ
た
場
合
に
は
、
そ
の
交
付
を
受
け
た
者
に
対
し
、
そ
の
旨
を
記
載
し
た
書
面
に
署
名
（
記
名
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
求
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
者
が
署
名
の
求
め
に
応
じ
な
い
と
き
は
、
交
付
送
達
を
行
う
職
員
は
、
そ
の
理
由
を
付
記
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
交
付
送
達
を
行
う
職
員
は
、
法
第
十
二
条
第
五
項
第
二
号
の
交
付
送
達
を
行
つ
た
場
合
に
は
、
そ
の
旨
を
記
載
し
た
書
面
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
第
一
項
の
規
定
は
、
税
関
の
当
該
職
員
が
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
お
い
て
、
法
第
十
二
条
第
四
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
を
交
付
し
た
と
き
は
、
適
用
し
な
い
。

一
　
法
第
三
十
三
条
第
三
項
（
賦
課
決
定
の
所
轄
庁
等
）
の
規
定
に
よ
り
税
関
長
が
法
第
三
十
二
条
第
五
項
（
賦
課
決
定
）
に
規
定
す
る
賦
課
決
定
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
当
該
賦
課
決
定
が
消
費
税
法
（
昭
和
六
十
三
年
法
律
第

百
八
号
）
第
八
条
第
三
項
（
輸
出
物
品
販
売
場
に
お
け
る
輸
出
物
品
の
譲
渡
に
係
る
免
税
）
の
規
定
に
よ
り
直
ち
に
徴
収
す
る
消
費
税
又
は
本
邦
に
入
国
す
る
者
が
、
入
国
の
際
に
携
帯
し
、
若
し
く
は
別
送
し
て
輸
入
す
る
物
品

に
つ
き
徴
収
す
べ
き
消
費
税
等
（
法
第
二
条
第
三
号
（
定
義
）
に
規
定
す
る
消
費
税
等
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
も
の
で
あ
る
と
き
そ
の
他
特
別
の
必
要
に
基
づ
き
国
税
（
法
第
二
条
第
一
号
に
規
定
す
る
国
税
を

い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
税
関
の
当
該
職
員
に
即
納
さ
せ
る
と
き
　
法
第
三
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
法
第
三
十
二
条
第
三
項
又
は
第
四
項
に
規
定
す
る
賦
課
決
定
通
知
書
（
同
条
第
一
項
第
一
号
に

掲
げ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
納
税
告
知
書
）

二
　
法
第
四
十
五
条
第
一
項
（
税
関
長
又
は
国
税
局
長
が
徴
収
す
る
場
合
の
読
替
規
定
）
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
法
第
三
十
六
条
第
一
項
（
納
税
の
告
知
）
の
規
定
に
よ
り
税
関
長
が
納
税
の
告
知
を
行
う
場
合
に

お
い
て
、
当
該
納
税
の
告
知
が
本
邦
に
入
国
す
る
者
が
、
入
国
の
際
に
携
帯
し
、
又
は
別
送
し
て
輸
入
す
る
物
品
に
つ
き
課
す
る
消
費
税
等
に
係
る
も
の
で
あ
る
と
き
そ
の
他
特
別
の
必
要
に
基
づ
き
国
税
を
税
関
の
当
該
職
員
に

即
納
さ
せ
る
と
き
　
納
税
告
知
書

（
公
示
送
達
の
方
法
）

第
一
条
の
二
　
外
国
に
お
い
て
す
べ
き
送
達
に
つ
い
て
は
、
税
務
署
長
そ
の
他
の
行
政
機
関
の
長
は
、
公
示
送
達
が
あ
つ
た
こ
と
を
通
知
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
納
付
に
係
る
届
出
等
）

第
一
条
の
三
　
法
第
三
十
四
条
第
一
項
た
だ
し
書
（
納
付
の
手
続
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
あ
ら
か
じ
め
税
務
署
長
に
届
け
出
た
場
合
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
と
す
る
。

一
　
法
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
（
口
座
振
替
納
付
に
係
る
通
知
等
）
に
規
定
す
る
納
税
者
が
、
同
項
に
規
定
す
る
通
知
の
依
頼
を
す
る
も
の
と
し
て
税
務
署
長
に
届
け
出
た
場
合

二
　
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
に
よ
り
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
者
が
、
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
五
年
財
務
省
令
第
七
十
一
号
）
第
四
条
第
一

項
（
事
前
届
出
等
）
の
規
定
に
よ
り
税
務
署
長
に
届
け
出
た
場
合
又
は
同
令
第
八
条
第
一
項
（
電
子
情
報
処
理
組
織
に
よ
る
国
税
の
納
付
手
続
）
に
規
定
す
る
事
項
の
入
力
及
び
当
該
事
項
の
情
報
の
送
信
を
す
る
も
の
と
し
て
税

務
署
長
に
届
け
出
た
場
合

２
　
法
第
三
十
四
条
第
一
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
方
法
と
す
る
。

一
　
前
項
第
一
号
の
届
出
が
あ
つ
た
場
合
　
法
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
金
融
機
関
が
、
次
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
送
付
が
さ
れ
た
同
号
に
規
定
す
る
記
録
媒
体
（
同
条
第
二
号
の
規
定
に
よ
る
送
信
が
さ
れ
た
同
号

に
規
定
す
る
電
磁
的
記
録
を
含
む
。
）
を
添
え
て
国
税
を
納
付
す
る
方
法

二
　
前
項
第
二
号
の
届
出
が
あ
つ
た
場
合
　
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
国
税
を
納
付
す
る
方
法

３
　
法
第
三
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
前
項
第
二
号
に
定
め
る
方
法
の
う
ち
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令
第
四
条
第
二
項
の
入
出
力
用
プ
ロ
グ

ラ
ム
又
は
こ
れ
と
同
様
の
機
能
を
有
す
る
も
の
の
み
を
使
用
し
て
国
税
の
納
付
の
手
続
を
行
う
方
法
と
す
る
。

４
　
法
第
三
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
国
税
の
納
付
の
手
続
は
、
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
第
一
項
（
電
子
情
報
処
理
組
織
に
よ
る
申
請
等
）

の
規
定
に
よ
る
同
項
に
規
定
す
る
申
請
等
（
国
税
に
関
す
る
法
律
の
規
定
（
法
第
三
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
国
税
に
関
す
る
部
分
に
限
る
。
）
に
よ
り
法
第
十
七
条
第
二
項
（
期
限
内
申
告
）
に
規
定
す
る
期
限
内
申
告
書
又
は
同

令
第
八
条
第
二
項
若
し
く
は
国
際
観
光
旅
客
税
法
（
平
成
三
十
年
法
律
第
十
六
号
）
第
十
六
条
第
二
項
（
国
内
事
業
者
に
よ
る
特
別
徴
収
等
）
に
規
定
す
る
計
算
書
に
記
載
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
項
の
情
報
の
送
信
に
限
る

。
）
と
同
時
に
行
わ
れ
る
同
令
第
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
納
付
書
（
法
第
三
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
納
付
書
を
い
う
。
第
六
項
、
次
条
第
一
号
及
び
第
二
条
第
二
項
（
納
付
委
託
の
対
象
）
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
記
載
す
べ

き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
項
の
情
報
の
送
信
と
す
る
。

５
　
法
第
三
十
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
金
額
は
、
一
億
円
と
す
る
。

６
　
法
第
三
十
四
条
第
五
項
に
規
定
す
る
国
外
納
付
者
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
国
税
を
納
付
す
る
場
合
に
は
、
国
税
局
長
又
は
税
務
署
長
に
対
し
、
納
付
書
及
び
金
融
機
関
の
同
項
に
規
定
す
る
国
外
営
業
所
等
を
通
じ
て
送
金
し
た

こ
と
を
証
す
る
書
類
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
納
付
書
等
」
と
い
う
。
）
の
提
出
（
当
該
納
付
書
等
の
提
出
に
代
え
て
行
う
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
そ
の
他
の
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
に
よ
る
当
該
納
付

書
等
に
記
載
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
項
の
情
報
の
提
供
を
含
む
。
）
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
口
座
振
替
納
付
に
係
る
通
知
）

第
一
条
の
四
　
法
第
三
十
四
条
の
二
第
一
項
（
口
座
振
替
納
付
に
係
る
通
知
等
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
の
方
法
に
よ
る
通
知
と
す
る
。

一
　
納
付
書
記
載
事
項
（
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
者
の
氏
名
又
は
名
称
、
当
該
国
税
に
係
る
税
目
及
び
税
額
そ
の
他
の
納
付
書
に
記
載
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
項
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
記
載
し
た
納
付
書
又
は
納
付

書
記
載
事
項
を
記
録
し
た
記
録
媒
体
を
送
付
す
る
方
法

二
　
納
付
書
記
載
事
項
に
係
る
電
磁
的
記
録
（
法
第
三
十
四
条
の
六
第
三
項
（
納
付
受
託
者
の
帳
簿
保
存
等
の
義
務
）
に
規
定
す
る
電
磁
的
記
録
を
い
う
。
第
七
条
第
三
項
（
納
付
受
託
の
手
続
）
、
第
十
一
条
の
七
第
四
項
第
二
号

（
株
式
等
の
内
容
に
関
す
る
事
項
等
）
及
び
第
十
一
条
の
十
第
一
項
（
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
の
表
示
等
）
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
送
信
す
る
方
法

1



（
納
付
委
託
の
対
象
）

第
二
条
　
法
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
（
納
付
受
託
者
に
対
す
る
納
付
の
委
託
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
金
額
以
下
で
あ
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
と
す
る
。

一
　
法
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
金
額
が
三
十
万
円
以
下
で
あ
る
場
合

二
　
法
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
金
額
が
一
千
万
円
未
満
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
者
の
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
に
よ
つ
て
決

済
す
る
こ
と
が
で
き
る
金
額
以
下
で
あ
る
場
合

三
　
法
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
金
額
が
三
十
万
円
（
税
関
長
が
課
す
る
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
金
額
に
あ
つ
て
は
、
百
万
円
）
以
下
で
あ
り
、

か
つ
、
当
該
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
者
が
使
用
す
る
資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
一
年
法
律
第
五
十
九
号
）
第
三
条
第
五
項
（
定
義
）
に
規
定
す
る
第
三
者
型
前
払
式
支
払
手
段
に
よ
る
取
引
そ
の
他
こ
れ
に
類
す

る
為
替
取
引
（
第
三
項
第
二
号
に
お
い
て
「
第
三
者
型
前
払
式
支
払
手
段
に
よ
る
取
引
等
」
と
い
う
。
）
に
よ
つ
て
決
済
す
る
こ
と
が
で
き
る
金
額
以
下
で
あ
る
場
合

２
　
法
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
納
付
書
で
あ
り
、
か
つ
、
バ
ー
コ
ー
ド
の
記
載
が
あ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
国
税
局
、
税
務
署
又
は
税
関
の
職
員
か
ら
交
付
さ
れ
、
又
は
送
付
さ
れ
た
納
付
書

二
　
法
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
に
規
定
す
る
納
付
受
託
者
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
納
付
書

３
　
法
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
の
通
知
と
す
る
。

一
　
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
を
使
用
す
る
方
法
に
よ
り
国
税
を
納
付
す
る
場
合
　
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
納
付
書
記
載
事
項

ロ
　
当
該
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
番
号
及
び
有
効
期
限
そ
の
他
当
該
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
を
使
用
す
る
方
法
に
よ
る
決
済
に
関
し
必
要
な
事
項

二
　
第
三
者
型
前
払
式
支
払
手
段
に
よ
る
取
引
等
に
よ
り
国
税
を
納
付
す
る
場
合
　
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
納
付
書
記
載
事
項

ロ
　
当
該
第
三
者
型
前
払
式
支
払
手
段
に
よ
る
取
引
等
に
係
る
業
務
を
行
う
者
の
名
称
そ
の
他
当
該
第
三
者
型
前
払
式
支
払
手
段
に
よ
る
取
引
等
に
よ
る
決
済
に
関
し
必
要
な
事
項

（
納
付
受
託
者
の
指
定
の
基
準
）

第
三
条
　
国
税
通
則
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
七
年
政
令
第
百
三
十
五
号
。
以
下
「
令
」
と
い
う
。
）
第
七
条
の
二
第
二
号
（
納
付
受
託
者
の
指
定
要
件
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
基
準
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
の
区
分
に
応

じ
当
該
各
号
に
定
め
る
も
の
と
す
る
。

一
　
法
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
（
納
付
受
託
者
に
対
す
る
納
付
の
委
託
）
に
規
定
す
る
納
付
受
託
者
　
公
租
公
課
又
は
公
共
料
金
（
日
本
国
内
に
お
い
て
供
給
さ
れ
る
電
気
、
ガ
ス
及
び
水
道
水

そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
に
係
る
料
金
を
い
う
。
）
の
納
付
又
は
収
納
に
関
す
る
事
務
処
理
の
実
績
を
有
す
る
者
そ
の
他
こ
れ
ら
の
者
に
準
じ
て
国
税
の
納
付
に
関
す
る
事
務
を
適
正
か
つ
確
実
に
遂
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
と

認
め
ら
れ
る
者
で
あ
る
こ
と
。

二
　
法
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
に
規
定
す
る
納
付
受
託
者
　
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
三
十
一
条
の
二
の
三
第
一
項
（
指
定
納
付
受
託
者
）
に
規
定
す
る
指
定

納
付
受
託
者
と
し
て
道
府
県
税
又
は
都
税
の
納
付
に
関
す
る
事
務
処
理
の
実
績
を
有
す
る
者
そ
の
他
こ
れ
ら
の
者
に
準
じ
て
国
税
の
納
付
に
関
す
る
事
務
を
適
正
か
つ
確
実
に
遂
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
認
め
ら
れ
る
者
で
あ
る
こ

と
。

（
納
付
受
託
者
の
指
定
の
手
続
）

第
四
条
　
法
第
三
十
四
条
の
四
第
一
項
（
納
付
受
託
者
）
の
規
定
に
よ
る
国
税
庁
長
官
又
は
財
務
大
臣
の
指
定
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
そ
の
名
称
、
住
所
又
は
事
務
所
の
所
在
地
及
び
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す

る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
二
十
七
号
）
第
二
条
第
十
五
項
（
定
義
）
に
規
定
す
る
法
人
番
号
（
同
項
に
規
定
す
る
法
人
番
号
を
有
し
な
い
者
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
名
称
及
び
住
所
又
は
事
務

所
の
所
在
地
）
を
記
載
し
た
申
出
書
を
国
税
庁
長
官
又
は
財
務
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
前
項
の
申
出
書
に
は
、
定
款
、
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書
並
び
に
最
終
の
貸
借
対
照
表
、
損
益
計
算
書
及
び
事
業
報
告
又
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
定
款
等
」
と
い
う
。
）
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
た
だ
し
、
国
税
庁
長
官
又
は
財
務
大
臣
が
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
お
い
て
識
別
す
る
た
め
の
文
字
、
記
号
そ
の
他
の
符
号
又
は
こ
れ
ら
の
結
合
を
そ
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
入
力
す
る
こ
と
に
よ
つ
て
、
自
動
公
衆
送
信

装
置
（
著
作
権
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
四
十
八
号
）
第
二
条
第
一
項
第
九
号
の
五
イ
（
定
義
）
に
規
定
す
る
自
動
公
衆
送
信
装
置
を
い
う
。
）
に
記
録
さ
れ
て
い
る
情
報
の
う
ち
定
款
等
の
内
容
を
閲
覧
し
、
か
つ
、
当
該
電
子
計

算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
情
報
を
記
録
す
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

３
　
国
税
庁
長
官
又
は
財
務
大
臣
は
、
第
一
項
の
申
出
書
の
提
出
が
あ
つ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
申
出
に
つ
き
指
定
を
し
た
と
き
は
そ
の
旨
を
、
指
定
を
し
な
い
こ
と
と
し
た
と
き
は
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
を
当
該
申
出
書
を
提
出

し
た
者
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
納
付
受
託
者
の
指
定
に
係
る
公
示
事
項
）

第
五
条
　
法
第
三
十
四
条
の
四
第
二
項
（
納
付
受
託
者
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
国
税
庁
長
官
又
は
財
務
大
臣
が
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を
し
た
日
と
す
る
。

（
納
付
受
託
者
の
名
称
等
の
変
更
の
届
出
）

第
六
条
　
納
付
受
託
者
（
法
第
三
十
四
条
の
四
第
一
項
（
納
付
受
託
者
）
に
規
定
す
る
納
付
受
託
者
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
は
、
そ
の
名
称
、
住
所
又
は
事
務
所
の
所
在
地
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ

り
、
変
更
し
よ
う
と
す
る
日
の
前
日
か
ら
起
算
し
て
六
十
日
前
の
日
又
は
そ
の
変
更
を
決
定
し
た
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
十
四
日
後
の
日
の
い
ず
れ
か
早
い
日
ま
で
に
、
そ
の
旨
を
記
載
し
た
届
出
書
を
国
税
庁
長
官
又
は
財
務
大

臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
納
付
受
託
の
手
続
）

第
七
条
　
納
付
受
託
者
は
、
法
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
（
納
付
受
託
者
に
対
す
る
納
付
の
委
託
）
の
規
定
に
よ
り
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
者
の
委
託
に
基
づ
き
当
該
国
税
の
額
に
相
当
す
る
金

銭
の
交
付
を
受
け
た
と
き
は
、
こ
れ
を
受
領
し
、
当
該
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
者
に
、
払
込
金
受
領
証
を
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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２
　
納
付
受
託
者
は
、
法
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
者
の
委
託
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
者
に
、
そ
の
旨
を
電
子
情
報
処
理

組
織
を
使
用
し
て
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
前
二
項
の
納
付
受
託
者
は
、
そ
れ
ぞ
れ
こ
れ
ら
の
規
定
に
規
定
す
る
委
託
を
受
け
た
国
税
に
係
る
払
込
取
扱
票
又
は
納
付
書
記
載
事
項
に
係
る
電
磁
的
記
録
を
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
納
付
受
託
者
の
報
告
）

第
八
条
　
納
付
受
託
者
は
、
法
第
三
十
四
条
の
五
第
二
項
（
納
付
受
託
者
の
納
付
）
の
規
定
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
国
税
庁
長
官
又
は
財
務
大
臣
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
報
告
の
対
象
と
な
つ
た
期
間
並
び
に
当
該
期
間
に
お
い
て
法
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
（
納
付
受
託
者
に
対
す
る
納
付
の
委
託
）
の
規
定
に
よ
り
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
者
の
委
託
を
受
け
た
件
数
、
合
計
額
及
び
納
付
年

月
日

二
　
前
号
の
期
間
に
お
い
て
受
け
た
同
号
の
委
託
に
係
る
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
納
付
書
記
載
事
項

ロ
　
国
税
を
納
付
し
よ
う
と
す
る
者
か
ら
法
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
る
委
託
に
基
づ
き
金
銭
の
交
付
を
受
け
、
又
は
同
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
委

託
を
受
け
た
年
月
日

（
納
付
受
託
者
に
対
す
る
報
告
の
徴
求
）

第
九
条
　
国
税
庁
長
官
又
は
財
務
大
臣
は
、
納
付
受
託
者
に
対
し
、
法
第
三
十
四
条
の
六
第
二
項
（
納
付
受
託
者
の
帳
簿
保
存
等
の
義
務
）
の
報
告
を
求
め
る
と
き
は
、
報
告
す
べ
き
事
項
、
報
告
の
期
限
そ
の
他
必
要
な
事
項
を
明
示

す
る
も
の
と
す
る
。

（
納
付
受
託
者
の
指
定
取
消
の
通
知
）

第
十
条
　
国
税
庁
長
官
又
は
財
務
大
臣
は
、
法
第
三
十
四
条
の
七
第
一
項
（
納
付
受
託
者
の
指
定
の
取
消
し
）
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
取
消
し
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
を
当
該
指
定
の
取
消
し
を
受
け
た
者
に
通
知
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
身
分
証
明
書
の
交
付
）

第
十
条
の
二
　
国
税
局
長
、
税
務
署
長
又
は
税
関
長
は
、
法
第
四
十
六
条
の
二
第
十
一
項
（
納
税
の
猶
予
の
申
請
手
続
等
）
の
規
定
に
よ
り
質
問
、
検
査
又
は
提
示
若
し
く
は
提
出
の
要
求
を
行
う
職
員
に
、
同
条
第
十
二
項
の
身
分
証

明
書
を
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
担
保
の
提
供
手
続
）

第
十
一
条
　
令
第
十
六
条
第
一
項
（
担
保
の
提
供
手
続
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
振
替
債
は
、
振
替
国
債
（
そ
の
権
利
の
帰
属
が
社
債
、
株
式
等
の
振
替
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
三
年
法
律
第
七
十
五
号
）
の
規
定
に
よ
る

振
替
口
座
簿
の
記
載
又
は
記
録
に
よ
り
定
ま
る
も
の
と
さ
れ
る
国
債
を
い
う
。
）
と
す
る
。

２
　
令
第
十
六
条
第
一
項
本
文
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。

一
　
供
託
書
の
正
本

二
　
担
保
を
提
供
す
る
旨
の
書
類
（
担
保
を
提
供
す
る
者
以
外
の
第
三
者
が
有
す
る
財
産
を
担
保
と
し
て
提
供
す
る
場
合
に
は
、
当
該
第
三
者
が
そ
の
提
供
に
つ
い
て
承
諾
し
た
旨
が
記
載
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。
）

三
　
そ
の
他
担
保
の
提
供
に
関
し
必
要
と
認
め
ら
れ
る
書
類

３
　
令
第
十
六
条
第
一
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。

一
　
国
債
規
則
（
大
正
十
一
年
大
蔵
省
令
第
三
十
一
号
）
の
規
定
に
よ
り
担
保
の
登
録
を
し
た
旨
の
同
令
第
四
十
一
条
（
登
録
済
通
知
書
の
交
付
）
に
規
定
す
る
登
録
済
通
知
書

二
　
前
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類

４
　
令
第
十
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。

一
　
令
第
十
六
条
第
二
項
に
規
定
す
る
担
保
振
替
株
式
等
の
種
類
、
銘
柄
並
び
に
銘
柄
ご
と
の
数
及
び
金
額
を
記
載
し
た
書
類

二
　
第
二
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類

５
　
令
第
十
六
条
第
三
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
担
保
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
と
す
る
。

一
　
法
第
五
十
条
第
三
号
（
担
保
の
種
類
）
に
掲
げ
る
担
保
（
以
下
こ
の
号
及
び
次
項
第
一
号
ロ
に
お
い
て
「
土
地
」
と
い
う
。
）
　
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
担
保
と
な
る
土
地
の
登
記
事
項
証
明
書

ロ
　
担
保
と
な
る
土
地
の
評
価
の
明
細
（
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
第
三
百
四
十
一
条
第
九
号
（
固
定
資
産
税
に
関
す
る
用
語
の
意
義
）
に
掲
げ
る
固
定
資
産
課
税
台
帳
に
登
録
さ
れ
た
価
格
に
つ
い

て
市
町
村
長
が
交
付
す
る
証
明
書
（
次
号
ロ
及
び
第
三
号
ロ
に
お
い
て
「
固
定
資
産
税
評
価
証
明
書
」
と
い
う
。
）
を
含
む
。
）

ハ
　
抵
当
権
の
設
定
の
登
記
に
係
る
土
地
の
所
有
者
の
当
該
設
定
を
承
諾
す
る
旨
の
書
類
（
当
該
所
有
者
の
記
名
押
印
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）

ニ
　
ハ
の
土
地
の
所
有
者
の
印
鑑
証
明
書

ホ
　
第
二
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類

二
　
法
第
五
十
条
第
四
号
に
掲
げ
る
担
保
（
以
下
こ
の
号
及
び
次
項
第
一
号
ロ
に
お
い
て
「
建
物
等
」
と
い
う
。
）
　
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
担
保
と
な
る
建
物
等
の
登
記
事
項
証
明
書
そ
の
他
の
登
記
又
は
登
録
が
さ
れ
て
い
る
事
項
を
明
ら
か
に
す
る
書
類

ロ
　
担
保
と
な
る
建
物
等
の
評
価
の
明
細
（
固
定
資
産
税
評
価
証
明
書
を
含
む
。
）

ハ
　
抵
当
権
の
設
定
の
登
記
又
は
登
録
に
係
る
建
物
等
の
所
有
者
の
当
該
設
定
を
承
諾
す
る
旨
の
書
類
（
当
該
所
有
者
の
記
名
押
印
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）

ニ
　
ハ
の
建
物
等
の
所
有
者
の
印
鑑
証
明
書
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ホ
　
保
険
業
法
（
平
成
七
年
法
律
第
百
五
号
）
第
二
条
第
一
項
（
定
義
）
に
規
定
す
る
保
険
業
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
事
業
を
行
う
者
に
対
し
て
提
出
す
る
書
類
で
担
保
と
な
る
建
物
等
に
付
さ
れ
た
保
険
に
係
る
保
険
金
請
求
権

に
質
権
を
設
定
す
る
こ
と
の
承
認
を
請
求
す
る
た
め
の
も
の

ヘ
　
担
保
と
な
る
建
物
等
に
付
さ
れ
た
保
険
に
係
る
保
険
証
券
の
写
し

ト
　
第
二
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類

三
　
法
第
五
十
条
第
五
号
に
掲
げ
る
担
保
（
以
下
こ
の
号
及
び
次
項
第
一
号
ロ
に
お
い
て
「
鉄
道
財
団
等
」
と
い
う
。
）
　
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
担
保
と
な
る
鉄
道
財
団
等
の
登
記
事
項
証
明
書
そ
の
他
の
登
記
又
は
登
録
が
さ
れ
て
い
る
事
項
を
明
ら
か
に
す
る
書
類

ロ
　
担
保
と
な
る
鉄
道
財
団
等
の
評
価
の
明
細
（
固
定
資
産
税
評
価
証
明
書
を
含
む
。
）

ハ
　
抵
当
権
の
設
定
の
登
記
又
は
登
録
に
係
る
鉄
道
財
団
等
の
所
有
者
の
当
該
設
定
を
承
諾
す
る
旨
の
書
類
（
当
該
所
有
者
の
記
名
押
印
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）

ニ
　
ハ
の
鉄
道
財
団
等
の
所
有
者
の
印
鑑
証
明
書

ホ
　
第
二
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類

６
　
令
第
十
六
条
第
四
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
と
す
る
。

一
　
法
第
五
十
条
第
六
号
の
保
証
人
が
個
人
で
あ
る
場
合
　
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
当
該
保
証
人
の
保
証
を
証
す
る
書
面
（
当
該
保
証
人
の
記
名
押
印
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）

ロ
　
当
該
保
証
人
が
所
有
す
る
土
地
、
建
物
等
及
び
鉄
道
財
団
等
に
係
る
前
項
第
一
号
イ
及
び
ロ
、
第
二
号
イ
及
び
ロ
並
び
に
第
三
号
イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
書
類

ハ
　
当
該
保
証
人
の
収
入
の
状
況
を
確
認
で
き
る
書
類
並
び
に
当
該
保
証
人
の
財
産
及
び
債
務
の
明
細
を
記
載
し
た
書
類

ニ
　
当
該
保
証
人
の
印
鑑
証
明
書

ホ
　
第
二
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類

二
　
法
第
五
十
条
第
六
号
の
保
証
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
　
次
に
掲
げ
る
書
類
（
税
関
長
が
課
す
る
国
税
の
担
保
と
し
て
当
該
保
証
人
の
保
証
を
提
供
す
る
場
合
に
は
、
ロ
に
掲
げ
る
書
類
を
除
く
。
）

イ
　
当
該
保
証
人
の
保
証
を
証
す
る
書
面
（
当
該
保
証
人
の
代
表
者
の
記
名
押
印
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）

ロ
　
当
該
保
証
人
に
係
る
登
記
事
項
証
明
書

ハ
　
当
該
保
証
人
の
代
表
者
の
印
鑑
証
明
書

ニ
　
第
二
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類

（
加
重
さ
れ
た
過
少
申
告
加
算
税
等
の
対
象
と
な
る
帳
簿
等
）

第
十
一
条
の
二
　
法
第
六
十
五
条
第
四
項
（
過
少
申
告
加
算
税
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
帳
簿
は
、
同
項
に
規
定
す
る
修
正
申
告
等
又
は
法
第
六
十
六
条
第
五
項
（
無
申
告
加
算
税
）
に
規
定
す
る
期
限
後
申
告
等
の
基
因
と

な
る
事
項
に
係
る
次
に
掲
げ
る
帳
簿
の
う
ち
、
法
第
六
十
五
条
第
四
項
第
一
号
に
規
定
す
る
特
定
事
項
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
特
定
事
項
」
と
い
う
。
）
に
関
す
る
調
査
に
つ
い
て
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
所
得
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
年
大
蔵
省
令
第
十
一
号
）
第
五
十
八
条
第
一
項
（
取
引
に
関
す
る
帳
簿
及
び
記
載
事
項
）
に
規
定
す
る
仕
訳
帳
及
び
総
勘
定
元
帳

二
　
所
得
税
法
施
行
規
則
第
五
十
六
条
第
一
項
た
だ
し
書
（
青
色
申
告
者
の
備
え
付
け
る
べ
き
帳
簿
書
類
）
の
規
定
に
よ
り
同
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
財
務
大
臣
の
定
め
る
簡
易
な
記
録
の
方
法
及
び
記
載
事
項
に
よ
る
こ
と
が
で

き
る
帳
簿

三
　
所
得
税
法
施
行
規
則
第
百
二
条
第
一
項
（
事
業
所
得
等
に
係
る
取
引
に
関
す
る
帳
簿
の
記
録
の
方
法
及
び
帳
簿
書
類
の
保
存
）
に
規
定
す
る
帳
簿

四
　
法
人
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
年
大
蔵
省
令
第
十
二
号
）
第
五
十
四
条
（
取
引
に
関
す
る
帳
簿
及
び
記
載
事
項
）
に
規
定
す
る
仕
訳
帳
及
び
総
勘
定
元
帳

五
　
法
人
税
法
施
行
規
則
第
六
十
六
条
第
一
項
（
取
引
に
関
す
る
帳
簿
及
び
そ
の
記
載
事
項
等
）
に
規
定
す
る
帳
簿

六
　
消
費
税
法
第
三
十
条
第
七
項
（
仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
額
の
控
除
）
に
規
定
す
る
帳
簿
（
同
条
第
八
項
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
も
の
に
限
る
。
）
、
同
法
第
三
十
八
条
第
二
項
（
売
上
げ
に
係
る
対
価
の
返
還
等
を
し
た
場

合
の
消
費
税
額
の
控
除
）
に
規
定
す
る
帳
簿
、
同
法
第
三
十
八
条
の
二
第
二
項
（
特
定
課
税
仕
入
れ
に
係
る
対
価
の
返
還
等
を
受
け
た
場
合
の
消
費
税
額
の
控
除
）
に
規
定
す
る
帳
簿
及
び
同
法
第
五
十
八
条
（
帳
簿
の
備
付
け
等
）

に
規
定
す
る
帳
簿
（
同
法
第
二
条
第
一
項
第
八
号
（
定
義
）
に
規
定
す
る
資
産
の
譲
渡
等
又
は
同
項
第
十
二
号
に
規
定
す
る
課
税
仕
入
れ
に
関
す
る
事
項
の
記
録
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

２
　
法
第
六
十
五
条
第
四
項
第
一
号
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
売
上
げ
（
業
務
に
係
る
収
入
を
含
む
。
）
と
す
る
。

３
　
法
第
六
十
五
条
第
四
項
第
一
号
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
同
号
の
特
定
事
項
の
金
額
の
記
載
又
は
記
録
が
、
同
号
の
帳
簿
に
記
載
し
、
又
は
記
録
す
べ
き
特
定
事
項
の
金
額
の
二
分
の
一
に
満
た
な
い
場
合
と
す

る
。

４
　
法
第
六
十
五
条
第
四
項
第
二
号
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
同
号
の
特
定
事
項
の
金
額
の
記
載
又
は
記
録
が
、
同
号
の
帳
簿
に
記
載
し
、
又
は
記
録
す
べ
き
特
定
事
項
の
金
額
の
三
分
の
二
に
満
た
な
い
場
合
と
す

る
。

５
　
法
第
六
十
六
条
第
五
項
第
一
号
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
同
号
の
特
定
事
項
の
金
額
の
記
載
又
は
記
録
が
、
同
号
の
帳
簿
に
記
載
し
、
又
は
記
録
す
べ
き
特
定
事
項
の
金
額
の
二
分
の
一
に
満
た
な
い
場
合
と
す

る
。

６
　
法
第
六
十
六
条
第
五
項
第
二
号
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
同
号
の
特
定
事
項
の
金
額
の
記
載
又
は
記
録
が
、
同
号
の
帳
簿
に
記
載
し
、
又
は
記
録
す
べ
き
特
定
事
項
の
金
額
の
三
分
の
二
に
満
た
な
い
場
合
と
す

る
。

（
納
税
管
理
人
で
な
く
な
る
事
由
等
）

第
十
一
条
の
三
　
令
第
二
十
九
条
第
二
項
第
一
号
ロ
（
還
付
金
に
係
る
決
定
等
の
期
間
制
限
の
起
算
日
等
）
に
規
定
す
る
納
税
管
理
人
の
死
亡
又
は
解
散
そ
の
他
財
務
省
令
で
定
め
る
事
由
は
、
当
該
納
税
管
理
人
が
破
産
手
続
開
始
の

決
定
又
は
後
見
開
始
の
審
判
を
受
け
た
こ
と
と
す
る
。
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２
　
令
第
二
十
九
条
第
二
項
第
一
号
ニ
に
規
定
す
る
税
務
代
理
人
の
死
亡
又
は
解
散
そ
の
他
財
務
省
令
で
定
め
る
事
由
は
、
税
務
代
理
人
（
法
第
七
十
四
条
の
九
第
三
項
第
二
号
（
納
税
義
務
者
に
対
す
る
調
査
の
事
前
通
知
等
）
に
規

定
す
る
税
務
代
理
人
を
い
う
。
次
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
　
破
産
手
続
開
始
の
決
定
又
は
後
見
開
始
の
審
判
を
受
け
た
こ
と
。

二
　
税
理
士
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
二
百
三
十
七
号
）
第
二
十
六
条
第
一
項
各
号
（
登
録
の
抹
消
）
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
こ
と
。

三
　
税
理
士
法
第
四
十
三
条
（
業
務
の
停
止
）
の
規
定
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
こ
と
、
同
法
第
四
十
五
条
（
脱
税
相
談
等
を
し
た
場
合
の
懲
戒
）
若
し
く
は
第
四
十
六
条
（
一
般
の
懲
戒
）
の
規
定
に
よ
る
税
理
士
業
務
の
停
止

の
処
分
を
受
け
た
こ
と
又
は
同
法
第
四
十
八
条
の
二
十
第
一
項
（
違
法
行
為
等
に
つ
い
て
の
処
分
）
の
規
定
に
よ
る
業
務
の
停
止
を
命
ぜ
ら
れ
た
こ
と
。

（
税
務
代
理
人
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
納
税
義
務
者
に
対
す
る
調
査
の
事
前
通
知
）

第
十
一
条
の
四
　
法
第
七
十
四
条
の
九
第
五
項
（
納
税
義
務
者
に
対
す
る
調
査
の
事
前
通
知
等
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
税
理
士
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
六
年
大
蔵
省
令
第
五
十
五
号
）
第
十
五
条
（
税
務
代
理

権
限
証
書
）
の
税
務
代
理
権
限
証
書
（
次
項
に
お
い
て
「
税
務
代
理
権
限
証
書
」
と
い
う
。
）
に
、
法
第
七
十
四
条
の
九
第
三
項
第
一
号
に
規
定
す
る
納
税
義
務
者
へ
の
調
査
の
通
知
は
税
務
代
理
人
に
対
し
て
す
れ
ば
足
り
る
旨
の
記

載
が
あ
る
場
合
と
す
る
。

２
　
法
第
七
十
四
条
の
九
第
六
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
税
務
代
理
権
限
証
書
に
、
当
該
税
務
代
理
権
限
証
書
を
提
出
す
る
者
を
同
項
の
代
表
す
る
税
務
代
理
人
と
し
て
定
め
た
旨
の
記
載
が
あ
る
場
合
と
す
る
。

（
預
貯
金
等
の
内
容
に
関
す
る
事
項
）

第
十
一
条
の
五
　
法
第
七
十
四
条
の
十
三
の
二
（
預
貯
金
者
等
情
報
の
管
理
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
同
条
に
規
定
す
る
預
貯
金
者
等
の
顧
客
番
号
並
び
に
同
条
に
規
定
す
る
預
貯
金
等
の
口
座
番
号
、
口
座
開
設

日
、
種
目
、
元
本
の
額
、
利
率
、
預
入
日
及
び
満
期
日
と
す
る
。

（
社
債
等
の
内
容
に
関
す
る
事
項
）

第
十
一
条
の
六
　
法
第
七
十
四
条
の
十
三
の
三
（
口
座
管
理
機
関
の
加
入
者
情
報
の
管
理
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
同
条
に
規
定
す
る
口
座
管
理
機
関
の
加
入
者
（
同
条
に
規
定
す
る
加
入
者
を
い
う
。
次
条
第
二

項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
顧
客
番
号
又
は
口
座
番
号
並
び
に
法
第
七
十
四
条
の
十
三
の
三
に
規
定
す
る
社
債
等
の
種
類
、
銘
柄
及
び
そ
の
銘
柄
ご
と
の
数
又
は
金
額
と
す
る
。

（
株
式
等
の
内
容
に
関
す
る
事
項
等
）

第
十
一
条
の
七
　
法
第
七
十
四
条
の
十
三
の
四
第
一
項
（
振
替
機
関
の
加
入
者
情
報
の
管
理
等
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
社
債
等
は
、
社
債
、
株
式
等
の
振
替
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
一
項
第
八
号
、
第
十
号
の
二
又
は
第

十
二
号
か
ら
第
十
七
号
の
三
ま
で
（
定
義
）
に
掲
げ
る
も
の
の
う
ち
、
社
債
、
株
式
等
の
振
替
に
関
す
る
命
令
（
平
成
十
四
年
内
閣
府
・
法
務
省
令
第
五
号
）
第
六
十
二
条
（
特
定
個
人
情
報
の
提
供
）
の
規
定
に
よ
り
振
替
機
関
（
法

第
七
十
四
条
の
十
三
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
振
替
機
関
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
同
令
第
六
十
二
条
に
規
定
す
る
業
務
規
程
で
定
め
る
も
の
と
す
る
。

２
　
法
第
七
十
四
条
の
十
三
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
振
替
機
関
又
は
そ
の
下
位
機
関
（
同
項
に
規
定
す
る
下
位
機
関
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
加
入
者
の
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
株
式
等

の
種
類
、
銘
柄
及
び
そ
の
銘
柄
ご
と
の
数
又
は
金
額
を
特
定
す
る
た
め
に
当
該
振
替
機
関
が
定
め
る
当
該
加
入
者
の
記
号
又
は
番
号
と
す
る
。

３
　
法
第
七
十
四
条
の
十
三
の
四
第
二
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
振
替
機
関
又
は
そ
の
下
位
機
関
の
同
項
に
規
定
す
る
加
入
者
の
氏
名
（
法
人
に
つ
い
て
は
、
名
称
）
及
び
住
所
又
は
居
所
（
事
務
所
及
び
事
業
所

を
含
む
。
）
と
す
る
。

４
　
令
第
三
十
条
の
八
第
二
項
（
振
替
機
関
の
加
入
者
情
報
の
管
理
等
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
次
に
掲
げ
る
方
法
と
す
る
。

一
　
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
送
信
す
る
方
法

二
　
そ
の
提
供
す
べ
き
事
項
を
記
録
し
た
電
磁
的
記
録
に
係
る
記
録
媒
体
を
交
付
す
る
方
法

（
映
像
等
の
送
受
信
に
よ
る
通
話
の
方
法
に
よ
る
再
調
査
の
請
求
に
係
る
口
頭
意
見
陳
述
等
）

第
十
一
条
の
八
　
令
第
三
十
一
条
の
三
（
映
像
等
の
送
受
信
に
よ
る
通
話
の
方
法
に
よ
る
再
調
査
の
請
求
に
係
る
口
頭
意
見
陳
述
等
）
に
規
定
す
る
方
法
に
よ
つ
て
同
条
に
規
定
す
る
口
頭
意
見
陳
述
の
期
日
に
お
け
る
審
理
を
行
う
場

合
に
は
、
再
調
査
の
請
求
人
及
び
参
加
人
（
同
条
に
規
定
す
る
参
加
人
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
意
見
を
聴
い
て
、
当
該
審
理
に
必
要
な
装
置
が
設
置
さ
れ
た
場
所
で
あ
つ
て
令
第
三
十
一
条
の
三
に
規
定
す
る
再

調
査
審
理
庁
が
相
当
と
認
め
る
場
所
を
、
再
調
査
の
請
求
人
及
び
参
加
人
ご
と
に
指
定
し
て
行
う
。

（
映
像
等
の
送
受
信
に
よ
る
通
話
の
方
法
に
よ
る
審
査
請
求
に
係
る
口
頭
意
見
陳
述
等
）

第
十
一
条
の
九
　
令
第
三
十
三
条
の
三
（
映
像
等
の
送
受
信
に
よ
る
通
話
の
方
法
に
よ
る
審
査
請
求
に
係
る
口
頭
意
見
陳
述
等
）
に
規
定
す
る
方
法
に
よ
つ
て
同
条
に
規
定
す
る
口
頭
意
見
陳
述
の
期
日
に
お
け
る
審
理
を
行
う
場
合
に

は
、
審
理
関
係
人
（
同
条
に
規
定
す
る
審
理
関
係
人
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
意
見
を
聴
い
て
、
当
該
審
理
に
必
要
な
装
置
が
設
置
さ
れ
た
場
所
で
あ
つ
て
担
当
審
判
官
が
相
当
と
認
め
る
場
所
を
、
審
理
関
係
人

ご
と
に
指
定
し
て
行
う
。

（
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
の
表
示
等
）

第
十
一
条
の
十
　
法
第
九
十
七
条
の
三
第
一
項
（
審
理
関
係
人
に
よ
る
物
件
の
閲
覧
等
）
の
規
定
に
よ
る
閲
覧
に
係
る
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
の
表
示
は
、
当
該
事
項
を
紙
面
又
は
出
力
装
置
の
映
像
面
に
表
示
す
る
方
法
に

よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

２
　
令
第
三
十
五
条
の
二
第
四
項
（
交
付
の
求
め
等
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
書
面
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
と
す
る
。

一
　
令
第
三
十
五
条
の
二
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
対
象
書
類
を
複
写
し
、
又
は
同
号
に
規
定
す
る
対
象
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
を
出
力
し
た
用
紙
に
つ
い
て
法
第
九
十
七
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
交
付
を
求
め

る
枚
数

二
　
令
第
三
十
五
条
の
二
第
三
項
に
規
定
す
る
手
数
料
の
額

３
　
令
第
三
十
五
条
の
二
第
八
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
郵
便
切
手
又
は
国
税
庁
長
官
が
定
め
る
こ
れ
に
類
す
る
証
票
で
納
付
す
る
方
法
と
す
る
。

（
審
査
請
求
に
係
る
書
類
の
提
出
先
）

第
十
二
条
　
法
第
八
十
七
条
第
二
項
（
審
査
請
求
書
の
記
載
事
項
等
）
に
規
定
す
る
審
査
請
求
書
そ
の
他
国
税
不
服
審
判
所
長
に
対
す
る
審
査
請
求
（
以
下
「
審
査
請
求
」
と
い
う
。
）
に
関
し
提
出
す
る
書
類
は
、
法
令
に
別
段
の
定
め

が
あ
る
場
合
を
除
き
、
そ
の
審
査
請
求
に
係
る
法
第
九
十
三
条
第
一
項
（
答
弁
書
の
提
出
等
）
に
規
定
す
る
原
処
分
庁
の
管
轄
区
域
を
管
轄
す
る
国
税
不
服
審
判
所
の
支
部
（
以
下
「
支
部
」
と
い
う
。
）
の
首
席
国
税
審
判
官
に
提
出
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す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
審
査
請
求
に
係
る
処
分
が
所
得
税
、
法
人
税
、
地
方
法
人
税
、
相
続
税
、
贈
与
税
、
地
価
税
、
課
税
資
産
の
譲
渡
等
に
係
る
消
費
税
（
法
第
二
条
第
九
号
（
定
義
）
に
規
定
す
る
課
税
資
産
の
譲
渡
等

に
係
る
消
費
税
を
い
う
。
）
、
電
源
開
発
促
進
税
又
は
国
際
観
光
旅
客
税
（
国
際
観
光
旅
客
税
法
第
十
八
条
第
一
項
（
国
際
観
光
旅
客
等
に
よ
る
納
付
）
の
規
定
に
よ
り
納
付
す
べ
き
も
の
を
除
く
。
）
に
係
る
税
務
署
長
、
国
税
局
長
又

は
税
関
長
の
処
分
（
国
税
の
徴
収
に
関
す
る
処
分
及
び
滞
納
処
分
（
そ
の
例
に
よ
る
処
分
を
含
む
。
）
を
除
く
。
）
又
は
法
第
三
十
六
条
第
一
項
（
納
税
の
告
知
）
の
規
定
に
よ
る
納
税
の
告
知
の
う
ち
同
項
第
一
号
（
不
納
付
加
算
税

及
び
法
第
六
十
八
条
第
三
項
又
は
第
四
項
（
同
条
第
三
項
の
重
加
算
税
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
（
重
加
算
税
）
の
重
加
算
税
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
若
し
く
は
第
二
号
に
係
る
も
の
（
次
項
第
二
号
に
お
い
て
単
に
「
処
分
」
と
い

う
。
）
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
書
類
は
、
審
査
請
求
を
す
る
際
に
お
け
る
当
該
国
税
の
納
税
地
を
管
轄
す
る
支
部
の
首
席
国
税
審
判
官
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

２
　
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
そ
の
時
以
後
に
お
い
て
審
査
請
求
に
関
し
提
出
す
る
書
類
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
各
号
に
定
め
る
者
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
国
税
不
服
審
判
所
長
が
令
第
三
十
八
条
第
二
項
後
段
（
権
限
の
委
任
等
）
の
規
定
に
よ
り
審
査
請
求
人
に
通
知
を
し
た
と
き
　
国
税
不
服
審
判
所
長

二
　
処
分
に
つ
き
審
査
請
求
が
あ
つ
た
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
後
当
該
審
査
請
求
に
係
る
国
税
の
納
税
地
に
異
動
が
あ
り
、
異
動
後
に
審
査
請
求
に
関
し
提
出
す
る
書
類
に
つ
き
前
項
た
だ
し
書
の
首
席
国
税
審
判
官
が
そ
の
提
出
先

を
変
更
す
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
て
そ
の
旨
を
審
査
請
求
人
に
通
知
し
た
と
き
　
異
動
後
の
納
税
地
を
管
轄
す
る
支
部
の
首
席
国
税
審
判
官

（
納
税
管
理
人
に
処
理
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
国
税
に
関
す
る
事
項
）

第
十
二
条
の
二
　
法
第
百
十
七
条
第
三
項
（
納
税
管
理
人
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
国
税
に
関
す
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
そ
の
他
こ
れ
に
類
す
る
事
項
と
す
る
。

一
　
国
税
に
関
す
る
調
査
に
お
い
て
国
税
局
長
若
し
く
は
税
務
署
長
又
は
国
税
局
若
し
く
は
税
務
署
の
当
該
職
員
（
次
号
に
お
い
て
「
国
税
局
長
等
」
と
い
う
。
）
が
法
第
百
十
七
条
第
三
項
の
納
税
者
に
対
し
て
発
す
る
書
類
を
受
領

し
、
及
び
当
該
納
税
者
に
対
し
て
当
該
書
類
を
送
付
す
る
こ
と
。

二
　
国
税
に
関
す
る
調
査
に
お
い
て
法
第
百
十
七
条
第
三
項
の
納
税
者
が
国
税
局
長
等
に
対
し
て
提
出
す
る
書
類
を
受
領
し
、
及
び
当
該
国
税
局
長
等
に
対
し
て
当
該
書
類
を
提
出
す
る
こ
と
。

（
納
税
証
明
書
の
交
付
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
事
項
）

第
十
三
条
　
令
第
四
十
一
条
第
一
項
第
六
号
（
納
税
証
明
書
の
交
付
の
請
求
等
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
法
人
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
四
号
）
第
六
十
八
条
第
一
項
（
所
得
税
額
の
控
除
）
の
規
定
に
よ

り
法
人
税
の
額
か
ら
控
除
す
べ
き
所
得
税
の
額
そ
の
他
国
税
に
関
す
る
事
項
で
地
方
税
法
第
十
四
条
の
九
第
二
項
各
号
（
法
定
納
期
限
等
以
前
に
設
定
さ
れ
た
質
権
の
優
先
）
に
掲
げ
る
地
方
税
の
額
の
算
出
の
た
め
必
要
な
も
の
（
令

第
四
十
一
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
を
除
く
。
）
と
す
る
。

（
納
税
証
明
書
に
貼
ら
れ
た
収
入
印
紙
の
消
印
）

第
十
四
条
　
国
税
局
長
、
税
務
署
長
又
は
税
関
長
は
、
令
第
四
十
一
条
第
四
項
（
納
税
証
明
書
の
交
付
請
求
の
手
続
）
に
規
定
す
る
請
求
書
が
提
出
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
令
第
四
十
二
条
第
一
項
（
納
税
証
明
書
の
交
付
手
数
料
）

に
規
定
す
る
納
付
す
べ
き
手
数
料
の
額
に
相
当
す
る
金
額
の
収
入
印
紙
が
貼
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
し
た
と
き
は
、
そ
の
請
求
書
の
紙
面
と
収
入
印
紙
の
彩
紋
と
に
か
け
て
明
瞭
に
消
印
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
個
人
番
号
の
記
載
を
要
し
な
い
書
類
等
）

第
十
五
条
　
法
第
百
二
十
四
条
（
書
類
提
出
者
の
氏
名
、
住
所
及
び
番
号
の
記
載
）
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
書
類
は
、
納
税
申
告
書
（
法
第
二
条
第
六
号
（
定
義
）
に
規
定
す
る
納
税
申
告
書
を
い
う
。
）
そ
の
他
の
個
人
番
号

（
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
五
項
（
定
義
）
に
規
定
す
る
個
人
番
号
を
い
う
。
）
を
記
載
す
べ
き
書
類
の
提
出
に
関
連
し
、
又
は
そ
の
後
続
の
手
続
と
し
て
提
出

さ
れ
る
税
務
書
類
（
法
第
百
二
十
四
条
に
規
定
す
る
税
務
書
類
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
と
し
て
国
税
庁
長
官
が
定
め
る
書
類
と
す
る
。

２
　
法
人
課
税
信
託
（
法
人
税
法
第
二
条
第
二
十
九
号
の
二
（
定
義
）
に
規
定
す
る
法
人
課
税
信
託
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
受
託
者
が
当
該
法
人
課
税
信
託
に
つ
い
て
、
国
税
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
き
税
務
署
長

そ
の
他
の
行
政
機
関
の
長
又
は
そ
の
職
員
に
税
務
書
類
を
提
出
す
る
場
合
に
は
、
当
該
税
務
書
類
に
は
、
法
第
百
二
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
記
載
す
べ
き
事
項
の
ほ
か
、
当
該
法
人
課
税
信
託
の
名
称
を
併
せ
て
記
載
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

（
納
付
書
の
書
式
等
）

第
十
六
条
　
法
及
び
令
の
規
定
に
よ
り
作
成
す
る
書
面
の
う
ち
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
様
式
及
び
作
成
の
方
法
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
書
式
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

法
第
三
十
四
条
第
一
項
（
納
付
の
手
続
）
の
納
付
書

別
紙
第
一
号
書
式

別
紙
第
一
号
の
二
書
式

法
第
三
十
四
条
の
六
第
一
項
（
納
付
受
託
者
の
帳
簿
保
存
等
の
義
務
）
の
帳
簿

別
紙
第
一
号
の
三
書
式

法
第
三
十
六
条
第
二
項
（
納
税
の
告
知
）
の
納
税
告
知
書

別
紙
第
二
号
書
式

別
紙
第
二
号
の
二
書
式

法
第
三
十
七
条
第
一
項
（
督
促
）
の
督
促
状

別
紙
第
三
号
書
式

法
第
五
十
二
条
第
二
項
（
担
保
の
処
分
）
の
納
付
通
知
書

別
紙
第
四
号
書
式

法
第
五
十
二
条
第
三
項
の
納
付
催
告
書

別
紙
第
五
号
書
式

法
第
五
十
五
条
第
二
項
（
納
付
委
託
）
の
納
付
受
託
証
書

別
紙
第
六
号
書
式

法
第
九
十
七
条
第
三
項
（
審
理
の
た
め
の
質
問
、
検
査
等
）
の
身
分
証
明
書

別
紙
第
七
号
書
式

令
第
四
十
一
条
第
四
項
（
納
税
証
明
書
の
交
付
の
請
求
等
）
の
請
求
書

別
紙
第
八
号
書
式

法
第
百
二
十
三
条
第
一
項
（
納
税
証
明
書
の
交
付
等
）
の
証
明
書

別
紙
第
九
号
書
式

法
第
百
四
十
条
（
身
分
の
証
明
）
の
身
分
証
明
書

別
紙
第
十
号
書
式

２
　
法
第
三
十
七
条
第
一
項
の
督
促
状
又
は
法
第
三
十
八
条
第
二
項
（
繰
上
請
求
）
の
繰
上
請
求
書
（
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
を
す
る
旨
を
付
記
し
た
納
税
告
知
書
を
含
む
。
）
に
は
、
延
滞
税
が
未
納
の
税
額
に
年
七
・
三
パ

ー
セ
ン
ト
若
し
く
は
年
十
四
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
の
割
合
で
課
さ
れ
る
各
期
間
を
付
記
し
、
又
は
当
該
各
期
間
を
記
載
し
た
書
面
を
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。
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３
　
法
第
四
十
六
条
の
二
第
十
二
項
（
納
税
の
猶
予
の
申
請
手
続
等
）
の
身
分
証
明
書
の
様
式
及
び
作
成
の
方
法
は
、
国
税
徴
収
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
十
七
年
大
蔵
省
令
第
三
十
一
号
）
別
紙
第
十
二
号
書
式
に
所
要
の
調
整
を
加
え

た
も
の
に
よ
る
。

附
　
則

こ
の
省
令
は
、
法
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
〇
年
三
月
三
一
日
大
蔵
省
令
第
一
四
号
）

こ
の
省
令
は
、
昭
和
四
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
〇
年
一
二
月
一
五
日
大
蔵
省
令
第
六
七
号
）
　
抄

１
　
こ
の
省
令
は
、
昭
和
四
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
附
則
第
六
項
の
規
定
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
納
入
告
知
書
、
納
税
告
知
書
、
納
付
書
等
の
様
式
の
特
例
に
関
す
る
省
令
（
昭
和
三
十
六
年
大
蔵
省
令
第
四
十
八
号
）
は
、
廃
止
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
一
年
三
月
三
一
日
大
蔵
省
令
第
一
七
号
）
　
抄

１
　
こ
の
省
令
は
、
昭
和
四
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
二
年
五
月
三
一
日
大
蔵
省
令
第
二
一
号
）

こ
の
省
令
は
、
昭
和
四
十
二
年
六
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
二
年
六
月
三
〇
日
大
蔵
省
令
第
三
六
号
）

こ
の
省
令
は
、
昭
和
四
十
二
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
四
年
一
〇
月
一
四
日
大
蔵
省
令
第
五
五
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
五
年
四
月
一
日
大
蔵
省
令
第
一
八
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
昭
和
四
十
五
年
五
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
六
年
九
月
八
日
大
蔵
省
令
第
六
六
号
）
　
抄

１
　
こ
の
省
令
は
、
昭
和
四
十
六
年
十
二
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
六
年
一
一
月
三
〇
日
大
蔵
省
令
第
八
三
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
九
年
二
月
二
八
日
大
蔵
省
令
第
九
号
）

こ
の
省
令
は
、
昭
和
四
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
四
九
年
九
月
二
七
日
大
蔵
省
令
第
五
二
号
）

こ
の
省
令
は
、
昭
和
四
十
九
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
五
一
年
一
〇
月
五
日
大
蔵
省
令
第
二
五
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
五
三
年
三
月
三
〇
日
大
蔵
省
令
第
一
〇
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
五
五
年
五
月
二
二
日
大
蔵
省
令
第
二
一
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
六
二
年
九
月
二
九
日
大
蔵
省
令
第
四
三
号
）

こ
の
省
令
は
、
昭
和
六
十
二
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
六
三
年
一
二
月
三
〇
日
大
蔵
省
令
第
五
三
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
法
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
附
則
第
五
条
、
第
六
条
（
大
蔵
省
組
織
規
程
（
昭
和
二
十
四
年
大
蔵
省
令
第
三
十
七
号
）
第
九
十
条
第
一
項
第
五
号
の
改
正
規
定
に
限
る
。
）
、
附
則
第
七
条
（
税

関
職
員
の
身
分
を
示
す
証
票
等
の
書
式
に
関
す
る
省
令
（
昭
和
二
十
九
年
大
蔵
省
令
第
六
十
四
号
）
の
改
正
規
定
中
「
第
三
十
四
条
第
四
項
又
は
」
の
下
に
「
消
費
税
法
第
六
十
二
条
第
四
項
、
」
を
加
え
る
部
分
を
除
く
。
）
、
附
則
第

八
条
か
ら
第
十
条
ま
で
、
第
十
一
条
（
国
税
質
問
検
査
章
規
則
（
昭
和
四
十
年
大
蔵
省
令
第
四
十
九
号
）
第
二
条
第
一
号
の
改
正
規
定
中
「
第
百
五
十
七
条
」
の
下
に
「
、
消
費
税
法
（
昭
和
六
十
三
年
法
律
第
百
八
号
）
第
六
十
二

条
第
四
項
」
を
加
え
る
部
分
を
除
く
。
）
、
附
則
第
十
三
条
及
び
第
十
四
条
（
沖
縄
の
復
帰
に
伴
う
国
税
関
係
法
令
の
適
用
の
特
別
措
置
等
に
関
す
る
省
令
（
昭
和
四
十
七
年
大
蔵
省
令
第
四
十
二
号
）
第
三
十
条
の
次
に
一
条
を
加
え

る
改
正
規
定
を
除
く
。
）
の
規
定
は
、
平
成
元
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
元
年
一
二
月
一
日
大
蔵
省
令
第
七
四
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
改
正
前
の
書
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
三
年
六
月
六
日
大
蔵
省
令
第
三
一
号
）
　
抄
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（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
四
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
三
年
六
月
七
日
大
蔵
省
令
第
三
四
号
）
　
抄

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
三
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
六
年
一
〇
月
三
一
日
大
蔵
省
令
第
一
〇
五
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
七
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
改
正
後
の
国
税
通
則
法
施
行
規
則
（
以
下
「
新
規
則
」
と
い
う
。
）
別
紙
第
３
号
書
式
備
考
３
に
お
い
て
準
用
す
る
新
規
則
別
紙
第
１
号
書
式
備
考
１
の
規
定
は
、
平
成
七
年
十
一
月
一
日
以
後
に
使
用
す
る
用
紙
に
つ
い
て
適
用
す

る
。

３
　
改
正
前
の
書
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
九
年
三
月
二
一
日
大
蔵
省
令
第
一
二
号
）
　
抄

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
一
年
三
月
三
一
日
大
蔵
省
令
第
四
一
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
改
正
前
の
書
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
三
月
三
一
日
大
蔵
省
令
第
三
三
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
八
月
二
一
日
大
蔵
省
令
第
六
九
号
）
　
抄

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
三
年
一
月
六
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
四
年
三
月
二
九
日
財
務
省
令
第
二
〇
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
改
正
前
の
書
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
四
年
一
二
月
二
七
日
財
務
省
令
第
七
二
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
五
年
一
月
六
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
五
年
三
月
三
一
日
財
務
省
令
第
三
七
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
五
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
改
正
前
の
書
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
六
年
三
月
一
九
日
財
務
省
令
第
一
二
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
六
年
三
月
二
十
二
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
八
年
六
月
一
九
日
財
務
省
令
第
四
五
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
八
年
七
月
十
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
九
年
三
月
三
〇
日
財
務
省
令
第
一
七
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
年
一
月
四
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
一
条
の
規
定
は
、
信
託
法
（
平
成
十
八
年
法
律
第
百
八
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
改
正
前
の
書
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
〇
年
四
月
三
〇
日
財
務
省
令
第
二
九
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
〇
年
一
二
月
二
二
日
財
務
省
令
第
八
四
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
株
式
等
の
取
引
に
係
る
決
済
の
合
理
化
を
図
る
た
め
の
社
債
等
の
振
替
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
一
年
一
月
五
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
四
年
三
月
三
一
日
財
務
省
令
第
二
九
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
五
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
五
年
五
月
三
一
日
財
務
省
令
第
三
八
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
五
年
六
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
六
年
三
月
三
一
日
財
務
省
令
第
二
七
号
）
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こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一
　
第
十
一
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
　
平
成
二
十
六
年
七
月
一
日

二
　
第
十
二
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
改
正
規
定
　
平
成
二
十
六
年
十
月
一
日

附
　
則
　
（
平
成
二
六
年
七
月
九
日
財
務
省
令
第
五
二
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
五
年
法
律
第
二
十
七
号
）
附
則
第
一
条
第
四
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
改
正
後
の
国
税
通
則
法
施
行
規
則
第
四
条
第
一
項
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
以
後
に
提
出
す
る
同
項
の
申
出
書
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
提
出
し
た
改
正
前
の
国
税
通
則
法
施
行
規
則
第
四
条
第
一
項
の
申
出
書
に

つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
七
年
三
月
三
一
日
財
務
省
令
第
二
八
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
七
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
八
年
一
月
二
九
日
財
務
省
令
第
二
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
八
年
三
月
三
一
日
財
務
省
令
第
二
一
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
九
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一
　
第
二
条
の
改
正
規
定
、
第
三
条
の
改
正
規
定
、
第
七
条
の
改
正
規
定
、
第
八
条
の
改
正
規
定
及
び
第
十
二
条
の
二
第
一
項
の
改
正
規
定
並
び
に
次
項
の
規
定
　
平
成
二
十
九
年
一
月
四
日

二
　
第
十
一
条
の
三
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
　
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
及
び
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
七
年

法
律
第
六
十
五
号
）
附
則
第
一
条
第
六
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日

附
　
則
　
（
平
成
二
九
年
三
月
三
一
日
財
務
省
令
第
二
三
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
三
十
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
十
六
条
第
一
項
の
表
の
改
正
規
定
及
び
別
紙
第
９
号
書
式
の
次
に
次
の
書
式
を
加
え
る
改
正
規
定
は
、
同
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
改
正
後
の
国
税
通
則
法
施
行
規
則
第
一
条
の
三
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
以
後
に
納
付
す
る
国
税
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
三
〇
年
三
月
三
一
日
財
務
省
令
第
二
三
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
三
十
一
年
一
月
四
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
改
正
後
の
国
税
通
則
法
施
行
規
則
（
次
項
に
お
い
て
「
新
規
則
」
と
い
う
。
）
第
一
条
の
三
第
一
項
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
以
後
に
納
付
す
る
国
税

に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に
納
付
し
た
国
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

３
　
新
規
則
第
二
条
第
二
項
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
国
税
通
則
法
第
三
十
四
条
の
三
第
一
項
（
第
一
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
規
定
に
よ
る
委
託
を
す
る
国
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
施
行
日
前
に

同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
委
託
を
し
た
国
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
平
成
三
〇
年
四
月
一
八
日
財
務
省
令
第
三
九
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
三
十
一
年
一
月
七
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
三
一
年
三
月
二
九
日
財
務
省
令
第
一
二
号
）

こ
の
省
令
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
別
紙
第
１
号
書
式
備
考
５
及
び
１
２
、
別
紙
第
２
号
書
式
備
考
４
、
別
紙
第
２
号
の
２
書
式
備
考
１
、
別
紙
第
４
号
書
式
備
考
１
、
別
紙
第
７
号
書
式
備
考
１
、

別
紙
第
８
号
書
式
備
考
１
並
び
に
別
紙
第
１
０
号
書
式
備
考
の
改
正
規
定
は
、
令
和
元
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
一
二
月
一
三
日
財
務
省
令
第
三
六
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
情
報
通
信
技
術
の
活
用
に
よ
る
行
政
手
続
等
に
係
る
関
係
者
の
利
便
性
の
向
上
並
び
に
行
政
運
営
の
簡
素
化
及
び
効
率
化
を
図
る
た
め
の
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法
律
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
元
年
十
二
月
十
六
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
二
年
三
月
三
一
日
財
務
省
令
第
一
九
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
令
和
三
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
項
の
規
定
は
、
令
和
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
三
年
三
月
三
一
日
財
務
省
令
第
一
九
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一
　
第
十
一
条
の
二
の
改
正
規
定
及
び
第
十
二
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
　
令
和
四
年
一
月
一
日

二
　
第
一
条
の
三
の
改
正
規
定
、
第
一
条
の
四
第
一
号
の
改
正
規
定
、
第
二
条
の
改
正
規
定
及
び
第
三
条
の
改
正
規
定
並
び
に
附
則
第
三
条
の
規
定
　
令
和
四
年
一
月
四
日
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（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
、
現
に
存
す
る
改
正
前
の
書
式
に
よ
る
用
紙
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
令
和
四
年
三
月
三
一
日
財
務
省
令
第
二
一
号
）

こ
の
省
令
は
、
令
和
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
一
条
中
国
税
通
則
法
施
行
規
則
第
一
条
の
四
第
二
号
の
改
正
規
定
及
び
同
令
第
十
一
条
の
九
を
同
令
第
十
一
条
の
十
と
し
、
同
令
第
十
一
条
の
二
か
ら
第
十
一

条
の
八
ま
で
を
一
条
ず
つ
繰
り
下
げ
、
同
令
第
十
一
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
は
、
令
和
六
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
五
年
三
月
三
一
日
財
務
省
令
第
一
七
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
令
和
六
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
一
条
の
三
の
改
正
規
定
及
び
第
十
二
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
改
正
規
定
並
び
に
次
項
及
び
附
則
第
三
項
の
規
定
は
、
同
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
十
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
お
け
る
改
正
後
の
国
税
通
則
法
施
行
規
則
第
一
条
の
三
第
五
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
一
億
円
」
と
あ
る
の
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
令

和
八
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
つ
い
て
は
「
千
万
円
」
と
、
同
年
四
月
一
日
か
ら
令
和
十
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
つ
い
て
は
「
三
千
万
円
」
と
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
六
年
三
月
三
〇
日
財
務
省
令
第
二
二
号
）

こ
の
省
令
は
、
情
報
通
信
技
術
の
進
展
等
の
環
境
変
化
に
対
応
す
る
た
め
の
社
債
、
株
式
等
の
振
替
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
五
年
法
律
第
八
十
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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別
紙
第
１
号
書
式別紙第1号書式 

 (第1片) 

 
納 付 書 ・ 領 収 済 通 知 書           

 国税 
収納金 

整 理 
資金 

 
年度 (受入科目) (取 扱 庁 名) 第 号 

 

 

 

国

庫

金 

 

本 税 
百 十 万 千 百 十 円 納期等の区分 

加算税        

加算税        

 

利 子 税        

 

(納 税 者) 

 

 

 

納 税 地 

 

 

 

氏名又は名称 

 
 左記の合計額を領

収しました。

 延 滞 税        

合 計 額        

(領収年月日及び領収

者名)  あて先 

  国税収納金整理資金に関する職名、官職及び

氏名並びに在勤官署名及びその所在地 
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 (第2片) 

 
領 収 控           

 国税 
収納金 

整 理 
資金 

 
年度 (受入科目) (取 扱 庁 名) 第 号 

 

 

 

国

庫

金 

 

本 税 
百 十 万 千 百 十 円 納期等の区分 

加算税        

加算税        

 

利 子 税        

 

(納 税 者) 

 

 

 

納 税 地 

 

 

 

氏名又は名称 

 
 左記の合計額を領

収しました。

 延 滞 税        

合 計 額        

(領収年月日及び領収

者名) 
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 (第3片) 

 
領 収 証 書           

 国税 
収納金 

整 理 
資金 

 
年度 (受入科目) (取 扱 庁 名) 第 号 

 

 

 

国

庫

金 

 

本 税 
百 十 万 千 百 十 円 納期等の区分 

加算税        

加算税        

 

利 子 税        

 

(納 税 者) 

 

 

 

納 税 地 

 

 

 

氏名又は名称 

 
 左記の合計額を領

収しました。

 延 滞 税        

合 計 額        

(領収年月日及び領収

者名) 
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備 考 

 1 用紙の大きさは、各片ともおおむね縦11センチメートル、横21センチメートルとする。 

 2 各片は、1辺をのり付けその他の方法により接続するものとする。 

 3 各片に共通する事項(あらかじめ印刷されている事項を除く。)は、複写により記入するものとする。 

 4 納税者の納税地及び氏名又は名称、年度、受入科目、取扱庁名、納期等の区分並びに金額は、法令に別段の定めがある場合を除き、納税

者が記載するものとする。 

 5 窓付き封筒を用いる場合には、納税者の納税地及び氏名又は名称欄は、日本産業規格に適合するよう位置及び大きさを定めるものとす

る。 

 6 分任国税収納命令官(分任国税収納命令官代理を含む。以下同じ。)が取り扱う国税に係る納付書にあつては、各片中「(取扱庁名)」とあ

るのは、「(取扱庁名及び分任国税収納命令官在勤官署名)」とする。 

 7 法第41条第1項の規定により第三者が納付する場合又は国税徴収法(昭和34年法律第147号)に規定する第二次納税義務者若しくは国税の保

証人が納付する場合においては、納税者の納税地及び氏名又は名称欄に当該第三者、第二次納税義務者又は保証人の住所及び氏名又は名称

を記載し、納期等の区分欄又は余白に納税者の納税地及び氏名又は名称を付記するものとする。 

 8 自動車重量税に係る納付書にあつては、各片中「納税地」とあるのは、「納税者が自動車重量税法(昭和46年法律第89号)第6条第2項各号

に掲げる場合のいずれに該当するかに応じ当該各号に定める場所」とする。 

 9 登録免許税に係る納付書にあつては、各片中「納税地」とあるのは、「納税者が登録免許税法(昭和42年法律第35号)第8条第2項各号に掲

げる場合のいずれに該当するかに応じ当該各号に定める場所」とするほか、当該登録免許税が登記所の取り扱う登記に係るものである場合

には、第3片中「領収証書」とあるのを「領収証書(照合用)」とするほかはこれと同一の書面を作成し、同片に接続させるものとする。 

 10 税関が取り扱う国税に係る納付書については、各片を領収証書、領収控及び納付書・領収済通知書の順に接続するとともに、用紙の大き

さの縦を各片ともおおむね9センチメートルとするものとする。ただし、輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律(昭和30年法律第

37号)第7条第3項の規定により納付する郵便物の消費税等(法第2条第3号に規定する消費税等をいう。)に係る納付書については、各片を納付

書・領収済通知書、領収証書及び領収控の順に接続することができる。 

 11 法第34条の2第1項の依頼により税務署長が送付する第1条の4第1号に規定する納付書記載事項を記載した納付書については、用紙の大き

さの縦を各片ともおおむね9センチメートルとするものとし、第3片の領収証書の当該送付を省略することができる。 
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 12 電子計算機を使用して納付書を作成する場合で、日本産業規格X0012(情報処理用語(データ媒体、記憶装置及び関連装置))に規定する非

衝撃式印字装置により印字するときは、2及び3にかかわらず、連続して接続した各片に同一内容の4に掲げる事項を印字する方法によること

ができる。 

 13 納税者の納税地及び氏名又は名称、年度、受入科目並びに取扱庁名のすべてが同一である二以上の国税については、これらを一括して1

枚の納付書に記載することができる。この場合には、金額欄にその合計額を記載し、1件別の内訳を付記するものとする。 

 14 法第34条の5第1項の規定により納付受託者が納付する場合の納付書については、各片中「(納税者)」とあるのは「(納付受託者)」と、

「納税地」とあるのは「住所又は所在地」とする。この場合には、受入科目の記載を省略することができる。 

 15 必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えること、加算税、利子税又は延滞税の各欄を省略することそ

の他所要の調整を加えることができる。 
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別
紙
第
１
号
の
２
書
式

別紙第1号の2書式 

納 付 書 ・ 領 収 済 通 知 書 

    

 

国税 
収納金 

整 理 
資金   

 

 

 

年度 (受入科目) (取扱庁名) 第 号 

国
庫
金 

 
本 税 百 十 万 千 百 十 円 納期等の区分 

加算税        

 
加算税        

利子税         左記の合計額を

領収しました。 

(納税者) 

 

納税地 

 

氏名又は名称 

延滞税        

合計額        (領収年月日及び領

収者名) 

あて先 

 

国税収納金整理資金に関する職名、官職及び氏名並

びに在勤官署名及びその所在地 

 

   

 

 

  

 

  

 

 

領収控 兼 払込取扱票 国庫金 払込取扱票 領収証書 兼 払込金受領証 国庫金 

   

(取扱庁名) 氏名又は名称  氏名又は名称 氏名又は名称 

 
(受入科目) 

 

(取扱庁名) (受入科目) (取扱庁名) 

納期等の区分   (受入科目) 納期等の区分  

 
合 計 額 円 納期等の区分   本 税 

円 

 合計額 円 
加算税  

 国税 
収納金 

整 理 
資金  

 
 国税 

収納金 

整 理 
資金 

加算税  
  

 

(領収年月日(受託年月日)

及び領収者名(受託者名)) 

 

(受託年月日及び受託者名) 
利子税  

 

(領収年月日(受託年月日)

及び領収者名(受託者名)) 

延滞税  

合計額  

(バーコード)   

  
上記の合計額を領収(受

領)しました。 
  

 上記の合計額を受領しま

した。 
   

左記の合計額を領収(受

領)しました。 
 

備 考 

 1 用紙の大きさは、おおむね縦20センチメートル、横21センチメートルとする。 

 2 第1号書式備考5及び13は、この書式について準用する。 

 3 必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の調整を加えることができる。 

 4 第2条第2項(第2号に係る部分に限る。)に規定する納付書については、この書式に代え、国税庁長官が定める書式(税関が取り扱う国税に係る当該納付書

については、財務大臣が定める書式)によるものとする。 
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別
紙
第
１
号
の
３
書
式

別紙第1号の3書式（平19財令17・追加）国税納付受託記録簿受払残年月日摘要件数金額件数金額件数金額備考1摘要欄には、納付先の金融機関名その他必要な事項を記載すること。2受欄と払欄は改行して記載すること。3第1号の2書式備考3は、この書式について準用する。  

17



別
紙
第
２
号
書
式別紙第2号書式 

 (第1片) 

 

 国税 
収納金 

整 理 
資金 

納 税 告 知 書 ・ 領 収 証 書           

 
年度 (受入科目) (取 扱 庁 名) 第   号 

 

右のとおり、納付して下さい。 

本 税 
百 十 万 千 百 十 円 

納期等の区分 

 

納期限 

  年  月  日限 

納付場所 

 国
庫
金 

 

     年   月   日 加算税        

加算税        
 

国税収納金整理資金に関する職名 
 官 職 氏 名 

告知額計        
 

 左記の合計額を領

収しました。 
延 滞 税        

 

(納 税 者) 

 

納 税 地 

 

氏名又は名称 

 
合 計 額        (領収年月日及び領収

者名) 
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 (第2片) 

 

 国税 
収納金 

整 理 
資金 

領 収 済 通 知 書           

 
年度 (受入科目) (取 扱 庁 名) 第   号 

 

 

本 税 
百 十 万 千 百 十 円 

納期等の区分 

 

納期限 

  年  月  日限 

納付場所 

 国
庫
金 

 

加算税        

加算税        

 告知額計        

 左記の合計額を領

収しました。 
延 滞 税        

 

(納 税 者) 

 

納 税 地 

 

氏名又は名称 

 
合 計 額        (領収年月日及び領収

者名) 

あて先 

 国税収納金整理資金に関する職名、官職及び氏名

並びに在勤官署名及びその所在地 
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 (第3片) 

 

 国税 
収納金 

整 理 
資金 

領 収 控           

 
年度 (受入科目) (取 扱 庁 名) 第   号 

 

 

本 税 
百 十 万 千 百 十 円 

納期等の区分 

 

納期限 

  年  月  日限 

納付場所 

 国
庫
金 

 

加算税        

加算税        

 告知額計        

 左記の合計額を領

収しました。 
延 滞 税        

 

(納 税 者) 

 

納 税 地 

 

氏名又は名称 

 
合 計 額        (領収年月日及び領収

者名) 
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備 考 

 1 第1号書式備考(4、7から12まで及び14を除く。)は、この書式について準用する。この場合において、同書式備考中「納付書」とあるのは

「納税告知書」と、「並びに取扱庁名」とあるのは「、取扱庁名、納期限並びに納付場所」と読み替えるものとする。 

 2 納税者の納税地及び氏名又は名称、年度、受入科目、取扱庁名、納期等の区分、納期限、納付場所並びに金額(延滞税の額及び合計額を除

く。)は、この納税告知書の発行者が記載するものとする。ただし、税関が取り扱う国税については、納期限を記載しないことができる。 

 3 税関が取り扱う国税に係る納税告知書については、各片を納税告知書・領収証書、領収控及び領収済通知書の順に接続するとともに、用

紙の大きさの縦を各片ともおおむね9センチメートルとするものとする。 

 4 電子計算機を使用して第1条第3項各号に定める納税告知書を作成する場合で、日本産業規格X0012(情報処理用語(データ媒体、記憶装置及

び関連装置))に規定する非衝撃式印字装置により印字するときは、1において準用する第1号書式備考2及び3にかかわらず、連続して接続し

た各片に同一内容の2に掲げる事項を印字する方法によることができる。 
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別
紙
第
２
号
の
２
書
式

別紙第2号の2書式（平19財令17・追加、平26財令52・平31財令12・令3財令19・一部改正）備考1用紙の大きさは、日本産業規格A列4とする。2第1号書式備考5及び第1号の2書式備考3は、この書式について準用する。3納税者の納税地及び氏名又は名称、税目、納期限、納付場所並びに年度のすべてが同一である二以上の国税については、これらを一括して1枚の納税告知書に記載することができる。この場合には、金額欄にその合計額を記載し、1件別の内訳を付記するものとする。4納税者の納税地及び氏名又は名称、税目、金額、納期等の区分、納期限並びに納付場所は、この納税告知書の発行者が記載するものとする。
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別
紙
第
３
号
書
式

別紙第3号書式（平元蔵令74・全改、平15財令37・平19財令17・平29財令23・令3財令19・一部改正）督促状（税目）第号本税円納期等の区分納期限年月日加算税督促状発付年月日利子税納税者延滞税法律による金額納税地あなたの国税が上記のとおり滞納となつています。納付書氏名又は名称殿（又はまえに送付した納税告知書）で、日本銀行（本店、支店、代理店若しくは歳入代理店）又は当税務署に、至急納付して下さい。（国税収納金整理資金に関する職名官職氏名）備考1納税者の納税地及び氏名又は名称、税目並びに国税の年度のすべてが同一である二以上の国税については、この書式に準じて作成した1枚の督促状にこれらの国税を連記して督促することができる。2国税局又は税関において発行する場合には、この書式中「税務署」とあるのは、「国税局」又は「税関」とする。3第1号書式備考1、5及び15は、この書式について準用する。4税関が取り扱う国税に係る督促状については、用紙の大きさの縦をおおむね9センチメートルとする。
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別
紙
第
４
号
書
式

別紙第4号書式（昭41蔵令17・全改、昭46蔵令66・昭51蔵令25・平元蔵令74・平14財令20・平15財令37・平19財令17・平29財令23・平31財令12・一部改正）納付通知書保証人年月日住所税務署長氏名又は名称殿官氏名あなたは、保証人として、下記納税者の滞納国税及び滞納処分費につき、下記金額の国税を納付しなければならないこととなりましたので、納付の期限までに納付して下さい。氏名又は納税者納税地名称年度税目納期限本税加算税加算税延滞税利子税滞納処分費備考円円円円法律による金法律による金額円額円滞納国税等〃〃〃〃〃〃上記納税者の滞納国税及び滞納処分費につき、あなたが保証人として納付円すべき金額日本銀行の本店、支店、代理店若しく納付の期限年月日納付場所は歳入代理店又は当税務署備考1用紙の大きさは、日本産業規格A列4とする。2国税局又は税関において発行する場合には、この書式中「税務署長」又は「税務署」とあるのは、それぞれ「国税局長」若しくは「国税局」又は「税関長」若しくは「税関」とする。3第1号書式備考5及び15は、この書式について準用する。この場合において、同書式備考中「納税者の納税地」とあるのは、「保証人の住所」と読み替える。  
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別
紙
第
５
号
書
式

別紙第5号書式（昭41蔵令17・全改、昭46蔵令66・昭51蔵令25・平元蔵令74・平6蔵令105・平14財令20・平15財令37・一部改正）納付催告書あなたにまえに納付通知をした保証に係る国税が下記のとおり保証人滞納となつています。納付書で、日本銀行（本店、支店、代理店若しくは歳入代理店）又は当税務署に、至急納付して下さい。住所氏名又は名称殿納税地第号氏名又は名称納付催告書発付年月日上記納税者に係る保証人として円あなたが納付すべき滞納金額税務署長官氏名◎納付書は、収納機関の窓口に備えてあります。備考第4号書式備考は、この書式について準用する。  
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別
紙
第
６
号
書
式

別紙第6号書式（昭40蔵令14・昭40蔵令67・昭41蔵令17・昭42蔵令21・昭46蔵令66・昭46蔵令83・昭51蔵令25・平元蔵令74・平15財令37・平19財令17・平29財令23・一部改正）納付受託証書住所摘委託者氏名要証券の種類支払人住所1委託者は、委託の取消しをするこ券面金額支払期日振出人取立費用とができません。記号番号支払場所氏名2受領した証券が不渡りとなり、銀円円行からその手数料の請求があつたときは、直ちに、銀行に支払つて下さい。3将来、本証書記載の国税を直ちに徴収しなければならない事情が生じたときは、この納付の受託を取り消すことがあります。年度税目納期限本税加算税延滞税利子税滞納処分費合計円円円円円円納付に係る国税上記のとおり、納付の委託を受けました。年月日官氏名備考1用紙の大きさは縦180ミリメートル、横255ミリメートルとし、りんかくの寸法は縦155ミリメートル、横220ミリメートルとする。2取立費用を領収した場合には、受託者は、その官氏名の表示及び押印にあわせて、歳入歳出外現金の取扱上の職名を表示し、その職印を押印するものとする。3委託者が納税者以外の者である場合には、摘要欄又は余白に納税者の納税地及び氏名又は名称を付記するものとする。4第3号書式備考2及び第1号書式備考15は、この書式について準用する。
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別
紙
第
７
号
書
式

別紙第7号書式（平18財令45・全改、平31財令12・一部改正）第号国税不服審判所職員証票国税不服審判所国税審判官（氏名）年月日生上記の者は、国税通則法第97条第1項第1号及び第3号に規定する質問及び検査を行う職員であることを証明する。年月日交付国税不服審判所長備考1用紙の大きさは、日本産業規格B列8とし、紙質は厚紙白紙とする。2支部に所属する国税審判官の身分証明書については、上記書式中「国税不服審判所国税審判官」とあるのは「（国税不服審判所の支部の名称）国税審判官」とする。3国税審判官以外の国税不服審判所の職員の身分証明書については、上記書式（備考2を含む。）中「国税審判官」とあるのは「（国税副審判官等の官職名）」とする。  
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別
紙
第
８
号
書
式

別紙第8号書式（平26財令52・全改、平29財令23・平31財令12・令3財令19・一部改正）納税証明書交付請求書税務署長あて年月日住所氏名番号下記のとおり、納税証明書の交付を請求します。記証明を受けようとする税目証明を受けようとする国税の年度証明を受けようとする事項証明書の請求枚数証明書の使用目的備考1用紙の大きさは、日本産業規格A列4とする。2国税局長又は税関長に提出する場合には、この書式中「税務署長」とあるのは「国税局長」又は「税関長」とする。3番号は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号又は同条第15項に規定する法人番号を記載することとし、税関長に提出する場合には、この書式中「番号」の字句を抹消する。4第1号書式備考15は、この書式について準用する。  
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別
紙
第
９
号
書
式
（
そ
の
１
）

別紙第9号書式（その1）（平14財令20・追加、平26財令52・一部改正）納税証明書住所氏名税年度及び区分納付すべき税額納付済額未納税額法定納期限等円円円（備考）第号上記のとおり、相違ないことを証明します。年月日税務署長官氏名備考1第8号書式備考1及び4は、この書式について準用する。2国税局長又は税関長が発行する場合には、この書式中「税務署長」とあるのは「国税局長」又は「税関長」とする。  
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別
紙
第
９
号
書
式
（
そ
の
２
）

別紙第9号書式（その2）（平14財令20・追加、平19財令17・一部改正）納税証明書住所氏名税年度所得金額（その他）第号上記のとおり、相違ないことを証明します。年月日税務署長官氏名備考1第9号書式（その1）備考は、この書式について準用する。2第13条に規定する事項の証明は、（その他）欄に記載して行う。  
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別
紙
第
９
号
書
式
（
そ
の
３
）

別紙第9号書式（その3）（平14財令20・追加）納税証明書住所氏名税について未納の税額はありません。第号上記のとおり、相違ないことを証明します。年月日税務署長官氏名備考第9号書式（その1）備考は、この書式について準用する。  
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別
紙
第
９
号
書
式
（
そ
の
３
の
２
）

別紙第9号書式（その3の2）（平14財令20・追加）納税証明書住所氏名申告所得税について未納の税額はありません。消費税及び地方消費税第号上記のとおり、相違ないことを証明します。年月日税務署長官氏名備考1第9号書式（その1）備考は、この書式について準用する。2この納税証明書における申告所得税に係る証明は、所得税（源泉徴収による所得税を除く。）についての証明とする。  
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別
紙
第
９
号
書
式
（
そ
の
３
の
３
）

別紙第9号書式（その3の3）（平14財令20・追加）納税証明書住所氏名法人税について未納の税額はありません。消費税及び地方消費税第号上記のとおり、相違ないことを証明します。年月日税務署長官氏名備考第9号書式（その1）備考は、この書式について準用する。  
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別
紙
第
９
号
書
式
（
そ
の
４
）

別紙第9号書式（その4）（平14財令20・追加）納税証明書住所氏名第号上記のとおり、相違ないことを証明します。年月日税務署長官氏名備考第9号書式（その1）備考は、この書式について準用する。  
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別
紙
第
１
０
号
書
式

別紙第10号書式（平29財令23・追加、平31財令12・一部改正）第号犯則事件調査職員証票国税庁、国税局又は税務署官氏名年月日生上記の者は、国税通則法第11章第1節の規定に基づき、犯則事件を調査するため、質問、検査、領置、臨検、捜索、差押え又は記録命令付差押えをする権限を有する職員であることを証明する。年月日交付国税庁長官、国税局長又は税務署長備考用紙の大きさは、日本産業規格B列8とし、紙質は厚紙白紙とする。  
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